





















































































































































































































をいう。attested copy, verified copyともいわれる。この点につき，BLACK’S 















































き，BLACK’S LAW DICTIONARY 1726 （10th ed. 2014）.
（ 8）　一応の証拠（prima facie）とは，反証がないかぎり事実の立証・推定に十分
とされる証拠をいう。この点につき，小山・868頁。















◆ R. 第5009条（第 7章清算事件，第12章家族農業従事者の債務調整事件，第
13章個人の債務調整事件，及び第15章補助事件及び国際並行事件の終了）
（a）　第 7章，第12章，及び第13章事件　　第 7章，第12章，又は第13章事件
において，管財人が，最終報告書及び最終計算書（13） を裁判所に提出し，倒産
財団が完全に管理され終えたことを証明した場合で，かつ，30日内にいかなる
異議申立ても連邦管財官又は利害関係人から提出されなかった場合には，倒産
財団が完全に管理され終えたものと推定する。
たると裁判所が判断した場合には，通知をなしかつ審問を経た上で，第 7章
手続を棄却することができる旨を定める。また，その場合に，裁判所は，債
務者の同意を得て，第 7章から第11章・第13章手続に事件を移行させること
もできる。この棄却・手続移行は，裁判所の職権によるほか，連邦管財官，
管財人，又は利害関係人の申立てによりなされる。以上につき，福岡〔第 2
版〕・265頁参照。
（11）　2005年改正前は「重大な濫用（substantial abuse）」と規定されていたが，
2005年改正法により「重大」が削除されて「濫用」となり，債務者にとって
従来よりも厳しい方向に改正された。この規定は，個人債務者による安易な
第 7章手続を防止し，第13章手続に誘導することで，将来の収入から一定額
を債務者に弁済させることを企図しているとされる。以上につき，倉部真由
美「アメリカ連邦倒産法における消費者倒産手続（ 2）─2005年改正とその
後の動向」NBL 908号（2009年）77頁以下，福岡〔第 2版〕・265頁以下参照。
（12）　R.第2002条は，債権者，持分証券保有者，合衆国及び連邦管財官に対す
る通知に関する規律である。
（13）　最終計算書（final account）とは，破産手続・遺産相続・後見などで，受認
者（fiduciary）が手続終了時に行なう会計報告を含む最終報告ないしはその書
面をいう。この点につき，小山・431頁。
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（b）　R. 第1007条（b）（7）の陳述書の不提出の通知　　第 7章又は第13章事件
の個人債務者が，R.第1007条（b）（7）による陳述書を提出することが必要とさ
れており，かつ，本法第341条（a）（14） による債権者集会のために定められた最
初の期日の後45日内に，これを提出しなかった場合は，裁判所書記官は，その
事件が免責の発令なしに終結されることになることを，債務者に対し，速やか
に通知しなければならない。ただし，その陳述書が R.第1007条（c）により適用
される期限内に提出されたときは，この限りではない。
（c）　第15章事件　　本法第1517条（15） に基づき承認される手続における外国
管財人は，その外国管財人の裁判所への出頭の目的が達成されたときは，最終
報告書を提出しなければならない。この報告書には，裁判所におけるその外国
管財人の活動の性質及び結果を記載しなければならない。外国管財人は，連邦
管財官に対してその報告書を送付しなければならず，かつ，債務者，債務者の
外国手続を執り行う権限を与えられたすべての者又は機関，承認を求める申立
てをなした時点で債務者が当事者となっている合衆国で係属している訴訟のす
べての当事者，及び，裁判所が指定するその他の者に対し，その報告書を提出
したことを，通知しなければならない。その外国管財人は，通知がなされたこ
との確認書を，裁判所へ提出しなければならない。その確認書が提出された後
30日内に連邦管財官又は利害関係人によっていかなる異議申立書も提出されな
かった場合には，その事件が完全に結了したものと推定する。
◆R. 第5010条（事件の再開）
　本法第350条（b）（16） の規定により，債務者又はその他の利害関係人の申立て
により，事件を再開することができる。第 7章事件，第12章事件，又は第13章
事件において，裁判所が，債権者及び債務者の利益を保護するため，又は事件
（14）　連邦倒産法第341条（a）は，債権者集会について，連邦管財官が招集及び主
宰すべきことを規定している。
（15）　連邦倒産法第1517条は，外国倒産手続を承認する命令が発令される要件・
内容等を規定している。
（16）　連邦倒産法第350条（b）は，事件終結後であっても，財産管理，債務者に
対する救済付与，その他の理由のために，事件を終結した裁判所で事件を再
開することができることを規定する。債権者一覧表から漏れていた債権者を
追加する場合，新たに発見された財産を管理する必要がある場合，債務の免
責対象性を確定する必要がある場合等がこれに該当する。裁判所は，事件の
再開を決定する広い裁量権を有する。
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の効率的な管理を保証するために管財人の選任が必要であると決定しないかぎ
り，連邦管財官は管財人を選任してはならない。
◆R. 第5011条（手続の審問の取下げ及び回避）
（a）　取下げ　　事件又は手続の取下げの申立ては，連邦地方裁判所の裁判官
によって審問されなければならない。
（b）　手続の審問の回避　　法典第28編第1334条（c）（17） の規定による回避を求
める申立ては，R.第9014条によって規律されなければならず，かつその手続
の当事者に送達されなければならない。
（c）　取下げ又は回避のための申立書の提出の効果　　事件又は手続の取下
げ，若しくは法典第28編1334条（c）の規定による管轄権の回避を求める申立て
の提起は，倒産裁判所裁判官の下における事件又はその手続の運営を停止させ
てはならない。ただし，倒産裁判所裁判官は，適正な条件に基づいて，申立て
の処分が係属している手続を停止することができる。停止を求める申立ては，
原則として最初に倒産裁判所裁判官に提起されなければならない。地方裁判所
に提起された停止，又は停止からの救済を求める申立ては，倒産裁判所裁判官
に対して提起されていない理由，又は救済を与えられなかった理由を明らかに
しなければならない。その地方裁判所の裁判官によって許可される救済は，そ
の裁判官が適正であるとみなす条件に基づくものでなければならない。
◆R. 第5012条（第15章事件における手続の調整に関する合意）
　本法第1527条（4）（18） による合意の承認は，申立てにより請求されなければな
らない。申立人は，提案する合意又は協定書の写しを申立書に添付しなければ
ならず，裁判所が別段命じない限り，申立書を，連邦管財官に送付すること，
及び，債務者，債務者の外国手続を管理する権限があるすべての者又は機関，
（17）　法典第28編第1334条（c）（1）は，連邦地方裁判所が，正義の観点や州裁判所
への礼譲等を理由として，連邦倒産法の下で生じる手続等について，その審
理を回避することを妨げない旨を規定する。また，同条（c）（2）は，連邦地方
裁判所は，連邦倒産法の下で生じる事件等に関連する州法上の請求権又は州
法上の訴因に基づく事件であり，同条によらなければ連邦裁判所に管轄が認
められなかったであろう事件の手続について，一定の場合には，当事者の申
立てにより，審理を回避しなければならない旨を規定する。
（18）　連邦倒産法第1527条（4）は，裁判所と外国裁判所または外国管財人の協力
の例として手続の調整に関する合意の承認又は履行を規定する。
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第1519条により保全処分が請求されているすべての者，第15章の手続開始申立
書提出時点で債務者が当事者である合衆国内において係属している訴訟のすべ
ての当事者，及び裁判所が指定するその他の者に送達することにより，第15章
の手続開始の申立てに関する審問について少なくとも30日の猶予をもって通知
しなければならない。
 〔以下・第Ⅵ章，次号〕

